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目的1． 一つは､地下鉄サリン事件や和歌山毒物カレー事件などの

犯罪被害者にこころのケアが必要という使われ方である

(例小西2）1996)。災害や事故、犯罪のいずれにも、被
災者や被害者に喪失・トラウマがあるとするなら、それら

に対して、精神的･心理的なケアが必要という点が共通し
ている。

そこでマニュアルで示された援助が､災害時に被災者の

ニーズを十分に見たしているのかどうかを検討するため

に、阪神．淡路大震災での教訓を抽出し、マニュアルの分

析結果と比較する｡マニュアルと教訓との共通部分はどこ
であったか､相違部分で､マニュアルにのみ記載されてい

る項目､反対に教訓にのみ記載されている項目に整理し、
にころのケア」を考察する。

本論文では①複数のマニュアルを比較することで､今ま
で主張されてきたにころのケア」の全体像を把握し、②
これと阪神．淡路大震災で得られた指摘･教訓･提言を検
討し、③これらのことから新たな「こころのケア゛トレー

ニング．マニュアル」を提案するものである。

災害とは､個人や社会の対応能力を超えた不可抗力的な

出来事であり、援助が必要な事態である。すなわち災害復

興までの過程､被災者が立ち直るまでの過程の双方で援助

が必要である｡被災者を援助するには､救援者が被災者に

直接介入するヒトによる部分と､援助物資の配布や社会基

盤の回復というモノの部分､被災状況広報､受給可能な援

助の提供など情報の部分の３つの側面がある。阪神･淡路

大震災時には、多くの「こころのケア」に関するマニュア

ルが作成され､その一部は事故･犯罪時の被害者にも配布

されている。そこで従来のマニュアルの内容を検討し､マ

ニュアルではどのような援助を「こころのケア」と捕らえ

ていたのかという問題についてマニュアルの分析から整

理する。

阪神・淡路大震災以前、にころのケア」という言葉

は､高度医療の中で身体的なケアにのみ焦点を当てるので

はなく、患者のQOL(qualityoflifb)を保つために、精神

的､心理的側面をもケアする必要があるという意味で使わ

れていた')。この概念はインフォームド・コンセントやタ
ーミナル・ケアに関わる課題であった.

それが、阪神・淡路大震災以降、マスーミなどでは異な

る２通りの使われ方をしている｡－つは災害時に使われる

場合で､もう一つは事故や犯罪の被害者に対して使われる

場合である。前者は「阪神・淡路大震災から何年たつが、

こころのケアがまだ必要である｡」という使われ方で、１

月前後になると新聞の見出しで目にするものである｡もう

２．調査方法

（１）マニュアルについて

先ず国内外の教本、冊子、パンフレット、Ｗｅｂページ

の比較をした。比較に用いた冊子類は、日本のものは阪
神.淡路大震災以降に各機関で作られたパンフレットであ

り、アメリカ、オーストラリアのものは災害対１５tF専門家に

－３３－ 



対する教育用に作られた冊子である。これらについて「こ

ころのケア」として、どのような項目に重点を置いて述べ

てあるカコの視点から整理を行った（表１)。この方法はマ

ニュアルの内容について､カード化するという操作の後に、

類似`性をもとにカテゴリー化を行い概念を抽出した。

スとストレスマネジメント、トラウマ、ＰＴＳＤ、

アルコール依存、撤退)、災害弱者（高齢者、子ども、

障害者、マイノリティ）への支援、収容施設（避難

所、仮設住宅、恒久住宅、学校、遺体安置所）での

支援（アウトリーチモデル)、アニバサリー。

⑤活動・モノ（物的な損失に対してどのような対応が

あるか）：社会基盤（電気、ガス、水道、交通など）
の復興、公衆衛生、

⑥活動･情報(被災者の相談窓口､復興に必要な情報)：

推薦図書、相談窓口・電話番号、関連資源、地図、

保険、財政援助、基金の請求、援助対象になる損失

とは、援助の適用、再開発・計画。

検討したマニュアルの構成比較は表１に示す。

今回検討したマニュアルについて言えば、「活動・ヒト

（被災者にどのように介入するかなどの対応方法)」は全
てのマニュアルで書かれている。内容の組み合わせは｢基

礎知識、活動・ヒト、活動・情報」の組み合わせがもっと

も多い。この時の情報とは､マニュアル作成者の電話番号

（相談窓口）であり、被災者の復興にかかわる財政援助な

どの情報ではない｡物的損失の補填や財政援助に関して記

載のあったのは､オーストラリアのDisasterReoovelyの
みであった。

さて、日本で配布されたパンフレットや冊子に教育､訓

練､対応組織の立ち上げ､計画についての記載はなかった。

アウトリーチモデルに基づく活動を指示しているのは１

つだけである。これは、これらの資料の多くが阪神･淡路

大震災を期に作成されたもので､発災以前の準備段階を想

定しておらず､被災者の心的反応に重点を置いていたため

と思われる。ここでいうアウトリーチは「巡回相談」につ

いてであり､被災者のいる所に出かけて行って活動すると

いうアウトリーチの概念は、「こころのケア」の中で扱わ

れていなかった。にころのケア」とは、治療室、相談室

で行われる専門家による何らかの心理的･糯申的な｢治療」

または｢相談｣のように受けとめられていたためと考えら

れる。

社会基盤の復興や経済復興についての記載のあるのは、

オーストラリアのＤおasterRecoveryのみであった。

（２）教訓の抽出

次に実際の阪神･淡路大震災での対応において、どのよ

うな事例が発生し、どのような対応方法が取られたか、ど

のような問題点があったか指摘されている教訓の抽出を

行ない、実際の活動場面におけるニーズを調べた。この分

析には､兵庫県立看護大学の仮設住宅看護活動報告書(Ｈ

８年度、Ｈ９年度）の事例20、労働安全広報（’95.5)、

兵庫県保険医新聞（’96.1)、読売新聞・記録阪神大震災

（’95.1～4)、朝日新聞（’９５１～４)、毎日新聞（’９５．１

～4)、医学会新聞（’95.2)、その他から１１５，計１３５の

サンプルと文部省科学研究費助成研究にころのケアマニ

ュアルの策定｣におけるブレインストーミングの結果を使

用した。

抽出方法は各資料について、事例、対応方法、問題点の

キーワードを挙げ､マニュアルの分析に用いたカテゴリー

のどの部分に属する内容であるかをカウントした｡ただし、

「活動・ヒト」に関してはその内容に偏りがあったため、

さらに細目に分類し､どのカテゴリーの内容について言及

されているかを検討した。

（３）マニュアルと教訓の関連性

次に（２）で得られた教訓を（１）のマニュアルの全体

像の中で位置付けながら､両者の共通点と相違点を検討し

た｡両者で共通して述べられている点はどのような項目か、

マニュアルに記載されていて教訓では述べられていない

のはどのような項目か､反対にマニュアルには記載されて

いるのに教訓で述べられていないのはどのような項目か

について調べ、考察する。

３．結果

（２）教訓の抽出

事例、新聞記事、レポート、提言から得られた教訓のキ

ーワード、問題点について８の（１）で用いた表１の中で

どこに当てはまるかを分類した。結果は表２に示す。た

だし、教訓では「活動Ｐヒト」の内容に偏りがあったため、

より細目に分類した。

教訓では災害時の「こころのケア」についての概念や基

礎知識の項目がない｡教訓は実際の活動にたいする報告や

提言という形でなされており､マニュアルとは目的が異な

るため､概念や基礎知識の記載がないのは当然と言える。

マニュアルと同様に｢活動・ヒト」の項目が最も多かっ

た。「活動・ヒト」の「災害弱者」の項目が多いのは、仮

設住宅での報告をはじめとして「高齢者｣の問題が多く提

起されていたためである。

（１）マニュアルの比較

今回検討したマニュアルの構成は以下のように大きく

6つに分けられた。

①概念：にころのケア」の概念や方針。

②基礎知識：災害のコミュニティに及ぼす影響、被害

の物的な影響、災害の心理的影響。これには被災者

の当たり前の感情や影響、被災者の心理的な段階な

どが含まれる。

③マネジメント：にころのケア」の計画、管理者の役

割や業務、被害の評価、ボランティアなどの資源の

配置・活用、スタッフの教育、組織の成り立ちや立

ち上げ。

④活動・ヒト（被災者にどのように介入するかなどの

対応方法)：関係機関の活動、スタッフのための支援、

コミュニティの活動（自治活動、助け合い)、具体的

な心理的援助（危機カウンセリング、デフュージン

グ（補注１)、デプリーフイング（補注２)、ストレ
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表１：マニュアルの構成比較
●●●● ■■■￣■■■l■■■ 
、￣￣￣、￣￣■■■■■■■■■
￣￣￣￣、￣■■■￣l■■■■
￣￣￣￣￣￣￣￣回
一■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■￣
￣￣■■■￣■■■￣￣■￣ 

①Dep2rtmemofHealthandHumanServices：DisasterResponseandRBcovery 

②BowenkampRNCTS：DisasterResponseandRccovely／災害対応におけるこころのケアの実践

③LosAnge1csChaPterhAmericanRedCross3HandbookCrisesmterv巳ntion／DisasterMentalHealthmam

④A｣日medacountyMemalHealmsewices：HowtoheIpchildrenAgUidebookfbrtcach摩

⑤NYSEA/El迫abethKCarU,ph,、：DevelopingacomprehBnsivedisastemndc[isis鴎sponseprogmmfbrmentalhealth

⑥JeEh己yⅢMitChell,PhD：CrisismcidentStr巴ssManBg匂nent

⑦EmeZgencyManagementAusm1ia：DisasterRccovery 

⑧ロサンゼルス郡政府・精神保健部作成中井久夫訳：災害時のストレス・マネジメント； ＷＩＵＩｍｑｒ,1刀ａｎＰＩ

⑨神戸大学医学部小児科：母子のこころのケアに関するマニュアル：

⑩兵庫県こころのケアセンター：災害とこころ：

⑪奈良女子大学臨床心理グループ"１１上範夫：被災者のみなさんへ

⑫岡山県津山保健所：災害を体験した人の心とからだＱ＆Ａ

⑬聖路加国際病院嬢クリニック：被災者の心のケアのガイドライン

⑭北海道教育大学人間科学教室／藤森和美・藤森立男：災害を体験した子ども達一危機介入ハンドブック

⑮北海道教育大学人間科学教室／藤森和美・藤森立男：災害を体験した子ども達一心の理解とケア

⑯阪神大震災によるＰＴＳＤへの対応を支援する会／聖路加国際病院：被災後のこころに起こる反応とそのケアー般医のためのガイ

ドライン

⑰日本看護擬会：災害支援ナースマニュアル．（株）文芸春秋企画出版部編集制作．東京都．平成10年

次に多いのがマネジメントに関する項目である。これは

阪神･淡路大震災時に全国から集まった１５０万人ともい

われるのボランティアについて、活動の報告、ボランティ

ア資源の配置、コーディネイト、人員の確保､役割と資質

という項目が報告されているためである。そして、「活

動・モノ」については、ライフライン、産業の復興につい

て報告されていた。

教訓でいう「活動・情報」は心理的な相談窓口の紹介だ

けではなく、住居,雇用・職業、税・年金、医療・安全、

交通・通信、中小企業支援対策などの事業主､許可などに

関する情報のことである。

文部省科学研究費助成研究｢こころのケアマニュアルの

策定｣におけるブレインストーミングの結果の中で述べら

れている「被災者のselfempowermentを引出し、selfL

careを支援する」という考えを、本マニュアルの作成に

おいて基本的姿勢とした。

表２教訓の抽出一事例、新聞記事．レポート提言

■■■ 
■■Ｆ￣ 

マネシメント■

－－… 

■■■]■Ｆ四
小計■、

（３）マニュアルと教訓との比較

マニュアルと教訓の比較では､両者に共通してある項目、

マニュアルにはない（あるいは少ない）が教訓には多く報

－３５－ 

概念 ○ ○ ○ ○ ○ 

基礎知識 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

マネジメント ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

活動・ヒト ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

活動・モノ ○ 

活動・情報 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

マニュアルの番号 ⑦ ① 、

③、⑰

② ⑤ ⑧ ⑨ 、

⑪⑬ ④⑫⑭ 
⑥ 

⑩⑮ 
⑯ 

仮設事

例

新聞．

レポー

ト・提

言

小計

概念 0 １ ０ １ 

基礎知識 ０ 0 ０ 0 

マネジメント ０ 5２ 5２ 5２ 

活動・ヒト
自衛隊、梢

防、救急、
マスコミ

コミュニテ

ィサービス

スタッフケ

ア

心理的サー

ビス

災害弱者

収容施設、

その他

０ 

0 

０ 

3８ 

4３ 

０ 

1５ 

1４ 

1０ 

8０ 

９ 

1６ 

1５ 

1４ 

1０ 

6８ 

5２ 

1６ 

175 

活動・モノ ８ 2６ 3４ 3４ 

活動・情報 0 ３ ３ ３ 

小計 8９ 172 261 265 



告されている項目､マニュアルには述べられているが今回

のサンプルとした教訓には無かった項目の３つに分かれ

た。

＜共通点＞：活動・ヒトの項目

く相違点＞

＊マニュアルには少ないが、教訓には多い項目：

社会基盤、社会資源

＊マニュアルにあって、教訓に無かった項目：

概念､基礎知識に関する項目

上記の事柄以外に補足すると､マニュアルと教訓に共通

して述べられていたのは、子どもの反応及び対応、ストレ

スマネジメント、スタッフのための支援である。

日本のマニュアルには該当しないが､アメリカなどのマ

ニュアルと教訓で共通していたのは､ボランティアに関す

るマネジメント、アニバーサリーである。

また、マニュアルになく、教訓にあるのは、危機管理、

高齢者・障害者を中心とする災害弱者、県外避難者、ヘリ

搬送、被災地外医療機関との連携なども項目である。

最後に、教訓にはないのは、デブリーフイング、デフュ

ージング、デモピリゼーションという項目である。

に止まっていたが、被災者の必要とする情報は住居，雇

用・職業、税，年金、医療・安全、交通・通信、中小企業

支援対策､許可などの社会資源にどのようにアクセスする

かという情報である。藤田4）（1996）は、トラウマ・喪

失に関わる場合を「心の傷のケア」とし、これに生活再建

といった状況が加わった場合を「こころのケア」と区別し

て用いており、必要な援助過程をマネジメントの視点から

述べている。災害復興の過程では､段階ごとに必要な援助

が異なり、必要とされる援助者も異なる。田中ら（19995)）

は被災者の対応行動は､発災から１０時間､100時間、１０００

時間でフェースが変化すると指摘し､それぞれ｢矢見当期」

「被災社会の形成期」「被災社会の安定期｣、１０００時間以

降を「平常期への移行期」としている。「失見当期」は、

まだ外部からの救援は少なく､被災者自身が救援者として

近隣の者を助ける時期である。「被災社会の形成期」では

避難所に被災者が集まり、救命の活動が行われる。「被災

社会の安定期」では避難所の運営や慢性疾患､感染症など

に対するケアが必要な時期である。「平常期への移行期」

では生活再建に向けた社会資源へ被災者を結びつける援

助が必要である。

すなわち、災害時のにころのケア」とは、生活再建ま

での過程で､災害の段階を踏んだ継続的な援助を行うこと

を言う。このことは、災害の初期に心的反応にのみ焦点を

当てたパンフレットを配布するだけでは不充分なことを

示す。

また、急性期の医療対応については、その後検討が加え

られている項目である。

以上のことから被災者のニーズは、心理的､精神的な援

助だけではなく、生活再建のための援助であるといえる。

４．考察

（１）マニュアルと教訓の共通点

双方で強調されていた項目は､子どもの反応及び対応、

ストレスマネジメント、スタッフのための支援、アニパサ

リーでの心理的な支援であり、これらのことから阪神･淡

路大震災でのにころのケア｣、いいかえれば日本での「こ

ころのケア」の現状は､被災者に対する心理的な援助とい

う点ではある程度確立されていると考えられる。 （３）マニュアルにあるが教訓では触れられていない内容

海外では救援者支援の必須の項目であるデプリーフィ

ング、デフュージング、デモピリゼーションなどの項目は、

阪神･淡路大震災以前にはあまり知られていなかったにも

かかわらず､それらが教訓で報告されることはなかった。

一部の日本でのマニュアルでも記載されていたが､救援者

の間で広く行われてはいなかった｡これは概念自体が浸透

しておらずファシリテーターなどの人材がなかったこと

も一因である。しかし､看護婦は日常的に業務の申し送り

をしており、災害業務（ボランティア活動）中も同様にこ

れを行っていた。これは、インフォーマルな形でデフュー

ジングの機能を果たしていたことを示す。また、職務終了

時に自然発生的に行われる体験表出はインフォーマル･デ

プリーフィングと呼ばれ､同僚間の連帯意識の強い消防職

員などの職種において日常行われているが､その実効性を

示唆した調査も報告されている（岩井ら6)．1998)。さら

に、ボランティア活動終結時に､今まで参加したボランテ

ィアが集まって「勉強会」という形で各人の思いを語り合

う「解散式」を行った例もある。

（２）被災者のニーズとは

マニュアルには記載が少ないが教訓として報告されて

おり、被災者のニーズが高いものは、社会基盤、社会資源、

高齢者や慢性疾患罹患者､身体障害者を含む災害弱者､県

外避難者､ヘリ搬送を含む急性期の医療対応､被災地外医

療機関との連携である。これらのことから、マニュアルで

重要視されていたのは被災者の心理的反応に対するケア

である一方で､被災者の必要とするのは生活再建に至る援

助であり、また高齢者や慢性疾患罹患者といった災害弱者

へのケアが必要であることがわかる。

ライフラインや鉄道といった社会基盤の情報が必要な

のは、電気、ガス、水道、電話の全てにわたって使用不可

能な場合の方が使用可能な場合に比べストレス強度が高

いという調査結果(城3)1996）からも言えることであり、

被災者が災害前の日常生活を取り戻すには､社会基盤の復

興が必須であったからである。

また、情報は､マニュアルでは心理的な相談窓口の紹介
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これら自然発生的に日常行われているインフォーマル

なストレス緩和の方策が災害という非日常性の中で､今後

も機能するとは限らない。少なくとも、各人の個人的資質

に基づいたストレス緩和の方策ではなく、半構造的な方策

を管理者が設定する必要があろう。

の被災者に対しケアする援助者の数も多数必要なことを

示している｡災害対応ではこれらの援助者をいかに集める

かが重要である。「誰かを助けたい」という熱意だけでは

援助活動はできないので､被災者にとって必要な援助を行

うことができる援助者を集めなくてはならない｡これらの

災害派遣される救援者の事前教育のためのツールが必要

である。

以上のことから、にころのケア・トレーニング・マニ

ュアル」を作成した。今回作成したマニュアルの概念図は

図１に示す。このマニュアルでは、災害対応の枠組を①

組織､②心理的援助、活動、③マネジメントの３層で構成

した｡実際の活動における被災者の心理や介入についての

知職はもとより、災害救援者は、接死体験、他者の苦しみ、

役割上のストレスというストレス要因にさらされる可能

性が高く、救援者自身の援助という視点からマネジメント

の側面が必要である。さらに救援者は被災者と直接に接し

てさまざまな生活上の相談を受けることが多いため、トレ

ーニング項目には社会基盤や社会資源といった災害対応

の組織的側面の知識や情報が必要である。

５．こころのケア・トレーニング・マニュアルの提

案

援助体制の立ち上げには､被害想定をし､それに基づく

援助活動を決定し､援助者を集めるという過程がある。援

助者を集めるとき､援助者と援助組織の関係は責任の問題

を含んでおり､組織は援助者に対し万が一負傷した時には

労災保険などの補償を行わねばならないが、もう一つ､援

助者に対し必要なトレーニングを行い、トラウマなどを負

わないようにする責任がある。

災害と事故・犯罪の違いの－つは、被害者･被災者の数

が災害では圧倒的に多いという点である。このことは、そ

組織的側面／法 復興サービス

介入／活動

＃災害対策本部

＃アウトリーチ

＃避難所

＃仮設住宅

こころのケアの概念 アニバサリー

こころのケア・スタ

ッフの選別と教育／

訓練

ボランティアと応援

職員について

援助者を援助す

る

図１にころのケア・トレーニング・マニュアル」の構成

この概念に基づき作成したマニュアルの目次を図２に

示す。組織の側面から災害対応を「1-1災害に関する法

的側面」と「1-2復興サービス」で記戦した。法的側面

では災害対応に関する主な法律と災害時に適応される社

会資源としての基金や財政援助を記載し､復興サービスで

は社会基盤（ライフライン）の復興過程を阪神・淡路大震

災の事例から記載し、公衆衛生の項目を追加した。

心理的援助の側面では、「2-0こころのケアとは」で概

念を示し、「２．１危機管理と防災対策本部」で危機管理論

や防災対策を作成する上での注意点を記載した。さらに

「2-2活動」では各活動の場（避難所，仮設住宅，アウ

トリーチ）における主な注意点や阪神・淡路大震災での実

際の活動の事例中から得られたヒントを記載した。また

「2-3災害の追悼行事での活動」では、災害後１年から数

年たって､災害の発生した頃になると被災者が陥り易い心

的状況（命日反応7)almiverBaryreaCtiOn）に配慮した

活動について､災害直後の活動とは項目を別にして述ぺた。

マネジメントは「3-1職員の選別と教育」「3-2ボラ

ンティアと応援職員」「3-3スタッフ自身のケア」に分け、

援助者が活動し易い環境整備､後方援助の視点からまとめ

てある。災害前のトレーニング段階の内容､災害時のボラ

ンティアの配邇にかかわる内容､救援者のためのストレス

管理､ストレスケア、デブリーフィングやデフュージング

などについて記戦した。
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するという援助方法が求められる。

今回の震災の教訓から､医療機関ではヘリ搬送や広域災

害の医療協力体制作りが行われている｡今後の課題として

は､このような成果をマニュアルの中に随時盛り込んでい

くことである。Ｗｅｂの特徴を活かし、書き替え、更新を

随時行う予定であるが、より良いものにするには､多くの

方々からのご批判、ご指摘が不可欠である。そのためにも、
書きこみを最後にお願いしたい。
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補注
補注１）デフニージング

勤務交替時､勤務終了時に行う自発的または組織的なスタッフ
ミーティングのこと。通常30～40分程度であり、グループ内の
人が進行役を務める。前向きで支持的な雰囲気で行い、批評、批
判はしない。

補注２）デブリーフィング

軍隊用語で前線から帰還した兵士や兵士や捕虜から､詳しく経
験を聞き取ることを意味している。災害時の危機介入の－種であ
る。精神科や心理の専門家がファシリテーターを努め、大きな災
害などで精神的にショックとなる経験をした被災者や救援者に
対し行われる。

図２：にころのケア・トレーニング・

マニュアル」目次
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６．まとめ

災害の管理と被災者への手当てに関して重要な問題は、

被災した個人の苦しみだけでなく、その『持てる力』を認

識する必要があるということである。（Raphael8)’1986）

したがって、本論文では災害時のにころのケア」を「被

災者が自分で自分の力を引き出し､自分の状態に気付き、

自分の資源を用いて立ち直るのを援助すること」と定義す

る。立ち直りのために社会資源の情報を提供し､それに結

びつけるような援助である。

心身一如という言葉の示すように､人間から心だけを取

り出すことはできない。災害時には､心理的側面に対して

のみ援助しようとするのではなく、精神面､物質面､情報

面の全ての面を統合して､ヒトを援助するという姿勢が必

要であり､その時被災者がもっとも必要とするものを提供
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